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内閣府（防災担当） 

 
 

「災害時要援護者の避難支援における福祉と防災との 

連携に関する検討会」（第１回）の開催について     
 
 
１ 経緯・目的 
 
  平成 16 年の一連の風水害等における対応を踏まえつつ、政府では、避難勧告等
の情報伝達や高齢者等の避難支援に関し、有識者からなる検討会を立ち上げて検討
を進め、その検討成果は、「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」等としてと
りまとめられた。その後、平成 18 年３月に改訂され、政府として、関係省庁連携
の下、引き続き新ガイドラインに沿った市町村を中心とする取組の促進を図ってい
くこととしている。 

  今年度は、さらに、取組の促進を図るため、特に「福祉と防災との連携の確保」
を主要テーマとして検討会を開催し、検討会委員が分担して先進的な事例等を調査
するとともに、調査事例全体を分析し、取組にあたっての重要なポイントについて
具体的な方策を提示する。 

  また、個別課題とは別に、福祉と防災との連携を中心とした災害時要援護者の支
援対策の時系列、系統的な流れを抽出し、全体的なフローチャートの作成を検討する。 

 
２ 検討項目 
 
 ○福祉と防災との連携を中心とした先進的な取組事例の調査・分析 
 ○調査・分析による重要なポイントについての具体的方策 
 ○福祉と防災との連携を中心とした時系列的な要援護者避難支援活動のフローチ

ャート 
 
３ 第１回検討会について 
 
(1) 日  時   

平成１８年７月２７日（木） １４：３０～１６：３０ 
 

(2) 場  所 
   虎ノ門パストラル 新館５階「オーク」 
   東京都港区虎ノ門４－１－１ 電話：03-3432-7261 
 
(3) 議事 
○ 本検討会の趣旨及び内容 

  ○ 先進的な事例収集のための現地調査の進め方 等 
 
(4) その他 

  ○ カメラ撮りは会議冒頭のみとします。 
  ○ 会議の公開については、冒頭で委員に諮り決定します。 
 
 

＜連絡・問い合わせ先＞ 
 内閣府政策統括官（防災担当）付 

災害応急対策担当参事官補佐 諏訪 
TEL 3501-5695 FAX 3503-5690  
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